
社保審－介護給付費分科会

第90回(H24.5.17) 資料３

第５期介護保険事業計画期間に係る介護サービス量の
見込み及び保険料（第１号保険料）について見込み及び保険料（第 号保険料）に て

・ ２０１４年度には 第１号被保者数は３ ２３０万人 要介護（要支援）認定者数は５９０万２０１４年度には、第１号被保者数は３，２３０万人、要介護（要支援）認定者数は５９０万
人、第１号被保険者に対する認定者の割合は１８．３％になる見込み。

・ 第５期介護保険事業計画におけるサービス量の見込みについては、在宅サービス、居住系
施 充サービス、施設サービスとも拡充。

・ ２０１４年度には、定期巡回・随時対応型サービス、複合型サービスともに４５都道府県で介
護サービス量が見込まれている。護サ ビス量が見込まれている。

・ 第１号保険料の全国平均額（月額・加重平均）は４，９７２円（第４期は４，１６０円）。

注）東日本大震災の影響等により未報告の１４保険者を除く１５６６保険者を対象に集計している注）東日本大震災の影響等により未報告の１４保険者を除く１５６６保険者を対象に集計している。



① 第５期介護保険事業計画の全国集計（概要）

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

○第１号被保険者数

2,928万人 3,030万人 3,132万人 3,230万人

○要介護（要支援）認定者数

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

520万人 543万人 567万人 590万人

○第１号被保険者に対する要介護（要支援）認定者の割合

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

17.8% 17.9% 18.1% 18.3%
※１）2011年度の数値は、介護保険事業状況報告（平成23年9月分）の平成23年9月末時点の数値である。未報告の10保険者は含まれていない。

※２）2012年度～2014年度の数値は、第５期介護保険事業計画について、本年4月18日現在で集計した数値であり、未報告の14保険者の数値は未計上。

※３）要介護（要支援）認定者数は、第２号被保険者の認定者数を含んでいる。 1



第５期介護保険事業計画におけるｻｰﾋﾞｽ量の見込み等について〈確定値〉

在宅介護 314 万人／日 348 万人／日 (11%増) 361 万人／日 (15%増) 463 万人／日 (47%増)

２０１１年度（実績）※1
２０１４年度

ｻｰﾋﾞｽ量見込み（確定値）※2
（参考）２０２５年度
改革シナリオ※3

（参考）２０１５年度
改革シナリオ※3

在宅介護 314 万人／日 348 万人／日 (11%増) 361 万人／日 (15%増) 463 万人／日 (47%増)

うちホームヘルプ 130 万人／日 148 万人／日 (14%増) - 万人／日 － - 万人／日 －

うちデイサービス 205 万人／日 234 万人／日 (14%増) - 万人／日 － - 万人／日 －

うちショートステイ 38 万人／日 43 万人／日 (13%増) - 万人／日 － - 万人／日 －

うち訪問看護 30 万人／日 34 万人／日 (13%増) 37 万人／日 (23%増) 51 万人／日 (70%増)

うち小規模多機能 6 万人／日 9 万人／日 (50%増) 10 万人／日 (67%増) 40 万人／日 (567%増)

うち定期巡回・随時 - 万人／日 2 万人／日 － 1 万人／日 － 15 万人／日 －

　　対応型サービス

うち複合型サービス - 万人／日 1 万人／日 － - 万人／日 － - 万人／日 －

居住系サービス 32 万人／日 41 万人／日 (28%増) 38 万人／日 (19%増) 62 万人／日 (94%増)

特定施設 16 万人／日 21 万人／日 (31%増) 18 万人／日 (13%増) 24 万人／日 (50%増)

認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 16 万人／日 20 万人／日 (25%増) 20 万人／日 (25%増) 37 万人／日 (131%増)

介護施設 89 万人／日 99 万人／日 (11%増) 106 万人／日 (19%増) 133 万人／日 (49%増)介護施設 89 万人／日 99 万人／日 (11%増) 106 万人／日 (19%増) 133 万人／日 (49%増)

特養 47 万人／日 56 万人／日 (19%増) 57 万人／日 (21%増) 73 万人／日 (55%増)

老健（＋介護療養） 42 万人／日 43 万人／日 (2%増) 49 万人／日 (17%増) 60 万人／日 (43%増)
※１）2011年度の数値は介護給付費実態調査月報（平成23年11月審査分）による数値であり、福祉用具販売（予防含む。）及び住宅改修（予防含む。）の数値は未計上。

※３）2025年度の数値は、「社会保障に係る費用の将来推計の改定について」（平成24年3月）による（2015年度も左記と同様の方法で算出したもの）。

※２）2014年度の数値は、第５期介護保険事業計画の最終年度における介護ｻｰﾋﾞｽ量の見込みについて、本年4月18日現在で集計した数値であり、未報告の１４保険者の数値は未計上。

　なお、在宅介護の総数については、便宜上、2009年度の受給率を用いて算出した推計値。また、在宅介護の再掲ｻｰﾋﾞｽについては、年間延べ人数（月単位）を12で除した算出した推計値。

※１）2011年度の数値は介護給付費実態調査月報（平成23年11月審査分）による数値であり、福祉用具販売（予防含む。）及び住宅改修（予防含む。）の数値は未計上。

　なお、ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟは訪問介護（予防含む。）、夜間対応型訪問介護の合計値。ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽは通所介護（予防含む。）、通所ﾘﾊ（予防含む。）、認知症対応型通所介護（予防含む。）の合計値。ｼｮｰﾄｽﾃｲは、短期入所生活介護

（予防含む。）、短期入所療養介護（予防含む。）の合計値。
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新ｻｰﾋﾞｽの実施見込みについて＜確定値＞

第５期介護保険事業計画で新サービスの実施を見込んでいる保険者数及び利用者数

2012年度 2013年度 2014年度2012年度 2013年度 2014年度

定期巡回・随時対応型サービス １８９保険者
（０．６万人／日）

２８３保険者
（１．２万人／日）

３２９保険者
（１．７万人／日）

ビ複合型サービス １０９保険者
（０．２万人／日）

１８５保険者
（０．５万人／日）

２３３保険者
（０．８万人／日）

注）上記表中の数値は、第５期介護保険事業計画における介護ｻｰﾋﾞｽ量の見込みについて、本年4月18日現在で集計した数値。また、利用者数については、第５期

介護保険事業計画上の年間延べ人数（月単位）を12で除した算出した推計値。
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2012年度 2013年度 2014年度 2012年度 2013年度 2014年度 2012年度 2013年度 2014年度

○定期巡回・随時対応型サービスの実施見込み（都道府県別）

全国 189 283 329 富山県 2 3 3 島根県 0 2 2 

北海道 5 5 9 石川県 3 5 7 岡山県 2 2 2 

青森県 0 0 1 福井県 4 4 4 広島県 4 9 12 

岩手県 1 2 2 山梨県 2 4 4 山口県 4 5 5 

宮城県 1 2 2 長野県 4 7 9 徳島県 1 1 1宮城県 1 2 2 長野県 4 7 9 徳島県 1 1 1 

秋田県 4 6 7 岐阜県 5 9 9 香川県 3 3 3 

山形県 0 2 2 静岡県 3 5 7 愛媛県 4 4 4 

福島県 3 3 3 愛知県 9 14 16 高知県 1 3 3 

茨城県 9 13 17 三重県 2 4 6 福岡県 4 7 8 

栃木県 0 0 1 滋賀県 4 5 6 佐賀県 1 2 2栃木県 0 0 1 滋賀県 4 5 6 佐賀県 1 2 2 

群馬県 1 2 2 京都府 6 7 7 長崎県 4 5 5 

埼玉県 10 16 20 大阪府 21 29 34 熊本県 3 3 5 

千葉県 10 14 15 兵庫県 4 5 7 大分県 2 5 6 

東京都 20 31 34 奈良県 3 4 5 宮崎県 0 0 0 
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神奈川県 10 17 18 和歌山県 2 2 2 鹿児島県 3 4 4 

新潟県 2 5 5 鳥取県 3 3 3 沖縄県 0 0 0 
注）上記表中の数値は、第５期介護保険事業計画における介護ｻｰﾋﾞｽ量の見込みについて、本年4月18日現在で集計した数値。



2012年度 2013年度 2014年度 2012年度 2013年度 2014年度 2012年度 2013年度 2014年度

○複合型サービスの実施見込み（都道府県別）

全国 109 185 233 富山県 1 3 3 島根県 0 2 2 

北海道 4 5 6 石川県 3 3 4 岡山県 1 2 2 

青森県 0 0 1 福井県 3 3 3 広島県 1 2 5 

岩手県 0 2 2 山梨県 0 1 2 山口県 3 4 4 

宮城県 0 0 0 長野県 2 3 5 徳島県 0 1 1宮城県 0 0 0 長野県 2 3 5 徳島県 0 1 1 

秋田県 3 4 5 岐阜県 1 5 6 香川県 1 2 2 

山形県 1 2 2 静岡県 2 4 7 愛媛県 3 3 3 

福島県 2 3 3 愛知県 5 8 8 高知県 1 2 2 

茨城県 5 8 13 三重県 1 1 4 福岡県 3 5 6 

栃木県 0 3 5 滋賀県 5 6 7 佐賀県 2 2 2栃木県 0 3 5 滋賀県 5 6 7 佐賀県 2 2 2 

群馬県 2 2 2 京都府 2 2 3 長崎県 3 4 4 

埼玉県 8 10 15 大阪府 8 21 26 熊本県 1 4 5 

千葉県 5 6 8 兵庫県 3 5 7 大分県 1 2 2 

東京都 8 16 20 奈良県 1 1 1 宮崎県 0 0 0 

5

神奈川県 5 11 12 和歌山県 2 2 2 鹿児島県 2 4 4 

新潟県 1 2 3 鳥取県 3 3 3 沖縄県 1 1 1 
注）上記表中の数値は、第５期介護保険事業計画における介護ｻｰﾋﾞｽ量の見込みについて、本年4月18日現在で集計した数値。



② 第５期計画期間における介護保険の第１号保険料
（平成２４年３月末時点で額が決定している保険者の集計値）（平成２４年３月末時点で額が決定している保険者の集計値）

〔第４期〕 〔第５期〕

４ １６０円 ⇒ ４ ９７２円 （ １９ ５％）４，１６０円 ⇒ ４，９７２円 （＋１９．５％）

※１ 第１期は 2,911円、第２期は 3,293円、第３期は4,090円。
※２ 本資料における保険料額は 保険者ごとの保険料基準額を平均したものである（月額・加重平※２ 本資料における保険料額は、保険者ごとの保険料基準額を平均したものである（月額 加重平

均）。
※３ 保険料を経過的に複数設定している保険者については、加重平均により１保険者につき１保険

料として計上している。料として計上している。
※４ 東日本大震災の影響により、暫定的に第４期と同額の保険料基準額に据え置いた13保険者

（宮城県４保険者・福島県９保険者）及び平成24年３月末時点で第５期保険料基準額が決定し
ていない１保険者を除く1,566保険者を対象として算出している。
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保険者 除 , 保険者 象 算出 。



（参考１）第４期と第５期の保険料基準額の状況

保険者数

第４期から保険料基準額を引き上げた保険者 １，４６４

第４期から保険料基準額を据え置いた保険者 ７７

第４期から保険料基準額を引き下げた保険者 ２５第４期から保険料基準額を引き下げた保険者 ２５

合計 １，５６６

（参考２）保険料基準額の分布状況

532

500

600

（参考２）保険料基準額の分布状況

区 分 保険者数

6,501円以上 ～ 3 （0.2%）

348 333
400

500

6,001円以上 ～ 6,500円以下 15 （1.0%）

5,501円以上 ～ 6,000円以下 155 （9.9%）

142 155200

3005,001円以上 ～ 5,500円以下 333 （21.3%）

4,501円以上 ～ 5,000円以下 532 （34.0%）

4 001円以上 4 500円以下 348 （22 2%）

10 28 15 3
0

100
4,001円以上 ～ 4,500円以下 348 （22.2%）

3,501円以上 ～ 4,000円以下 142  （9.1%）

3,001円以上 ～ 3,500円以下 28 （1.8%）
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3,001円以上 3,500円以下 28 （1.8%）

2,501円以上 ～ 3,000円以下 10 （0.6%）

合 計 1,566 （100.0％）



都道府県名

保険料額（月額）
都道府県名

保険料額（月額）
都道府県名

保険料額（月額）

第４期 第５期 第４期 第５期 第４期 第５期

（参考３）各都道府県平均保険料基準額

第４期 第５期 第４期 第５期 第４期 第５期

北海道 3,984 4,631 石川県 4,635 5,546 岡山県 4,469 5,224 

青森県 4,999 5,491 福井県 4,253 5,266 広島県 4,462 5,411 

岩手県 3,990 4,851 山梨県 3,948 4,910 山口県 3,996 4,978 

宮城県 3,999 4,896 長野県 4,039 4,920 徳島県 4,854 5,282 

秋 県 岐阜県 香 県秋田県 4,375 5,338 岐阜県 3,937 4,749 香川県 4,198 5,195 

山形県 3,902 4,784 静岡県 3,975 4,714 愛媛県 4,626 5,379 

福島県 3,717 4,705 愛知県 3,941 4,768 高知県 4,388 5,021福島県 3,717 4,705 愛知県 3,941 4,768 高知県 4,388 5,021 

茨城県 3,717 4,528 三重県 4,189 5,314 福岡県 4,467 5,165 

栃木県 3,730 4,409 滋賀県 3,971 4,796 佐賀県 4,338 5,129 

群馬県 3,997 4,893 京都府 4,332 5,280 長崎県 4,721 5,421 

埼玉県 3,722 4,506 大阪府 4,588 5,306 熊本県 4,357 5,138 

千葉県 3 696 4 423 兵庫県 4 312 4 982 大分県 4 155 5 351千葉県 3,696 4,423 兵庫県 4,312 4,982 大分県 4,155 5,351 

東京都 4,045 4,992 奈良県 4,017 4,592 宮崎県 4,150 5,142 

神奈川県 4,106 4,787 和歌山県 4,625 5,501 鹿児島県 4,172 4,946 

新潟県 4,450 5,634 鳥取県 4,488 5,420 沖縄県 4,882 5,880 

富山県 4,574 5,513 島根県 4,274 5,343 全国平均 4,160 4,972 8



（参考４）保険料基準額高額保険者 （参考５）保険料基準額低額保険者

保険者名（都道府県名） 第５期基準額（月額）

関川村（新潟県） 6,680 

保険者名（都道府県名） 第５期基準額（月額）

奥尻町（北海道）,
隠岐広域連合（島根県） 6,550 

上越市（新潟県） 6,525 

村 群

奥尻町（北海道）
津別町（北海道）
三島村（鹿児島県）

2,800 

檜枝岐村（福島県） 2 880上野村（群馬県）
嘉麻市（福岡県）

6,500 

宮古島市（沖縄県） 6,400 

檜枝岐村（福島県） 2,880

中札内村（北海道）
浜中町（北海道）

2,900 
,

石垣市（沖縄県） 6,352 
糸満市（沖縄県） 6,270 

豊後大野市（大分県） 6 250

音威子府村（北海道）
平取町（北海道）
長野原町（群馬県）

3,000 
豊後大野市（大分県） 6,250 
新居浜市（愛媛県） 6,247 

長野原町（群馬県）
東白川村（岐阜県）

,

（参考６）財政安定化基金取崩しによる保険料軽減額

財政安定化基金取崩しによる保険者への交付予定額 保険料軽減額（月額）
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約550億円 52円


